
�愛媛県規則第５５号
愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料に関する規則及び愛媛県産業技術研究所使用規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料に関する規則及び愛媛県産業技術研究所使用規則の一部を改正する規則

（愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料に関する規則の一部改正）

第１条 愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料に関する規則（昭和３０年愛媛県規則第４２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例（昭和３０年愛媛県条例第

２６号。以下「条例」という。）第３条の規定に基づき、愛媛県産業技術研

究所の使用料及び手数料の額を次のとおり定める。

使用料

愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例（昭和３０年愛媛県条例第

２６号。以下「条例」という。）第３条の規定に基づき、愛媛県産業技術研

究所の使用料及び手数料の額を次のとおり定める。

使用料

区分 種別 細別 単位 金額 備考 区分 種別 細別 単位 金額 備考

省略 省略

紙産

業関

係

省略 紙産

業関

係

省略

試作品づ １ 全体使用 １時間 ９９０円

くり工房 ２ ２分の１使用 １時間 ５００円

省略 省略

省略 省略

注 １・２ 省略

３ １の規定にかかわらず、紙産業技術センターにおける共同研究

室 、研修室、控室及び会議室の使用料は、使

用時間が１時間に満たないときは１時間とし、使用期間が１月に

満たないときは１月として計算する。

４ 省略

手数料 省略

注 １・２ 省略

３ １の規定にかかわらず、紙産業技術センターにおける共同研究

室、試作品づくり工房、研修室、控室及び会議室の使用料は、使

用時間が１時間に満たないときは１時間とし、使用期間が１月に

満たないときは１月として計算する。

４ 省略

手数料 省略

（愛媛県産業技術研究所使用規則の一部改正）

第２条 愛媛県産業技術研究所使用規則（平成１５年愛媛県規則第３３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県
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改 正 後 改 正 前

別表第２（第２条－第５条、第９条、第１０条関係） 別表第２（第２条－第５条、第９条、第１０条関係）

１

省略

１ 紙産業技術センター試作品づくり工房

省略

２ 省略 ２ 省略

様式第１号（第５条関係） 愛媛県産業技術研究所施設使用許可申請書 様式第１号（第５条関係） 愛媛県産業技術研究所施設使用許可申請書

省略 省略

省略 省略

使用施設

省略

使用施設

□紙産業技術センター試作品づくり工房

�
�
�
�

□全体使用 �
�
�
�□２分の１使用（□東側 □西側）

省略

省略 省略

注 省略 注 省略

附 則

１ この規則は、平成２１年１２月１日から施行する。

２ 愛媛県手数料条例の規定による手数料の金額等を定める規則等の一部を改正する規則（平成２１年愛媛県規則第１８号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

（経過措置）

５ 県内に住所又は事務所若しくは事業所を有する者に係る愛媛県産業技

術研究所の使用料及び手数料の額は、次の表期間の欄に掲げる期間は、

新産業技術研究所規則本則使用料の表及び手数料の表の規定にかかわら

ず、次の表のとおりとする。

使用料

附 則

（経過措置）

５ 県内に住所又は事務所若しくは事業所を有する者に係る愛媛県産業技

術研究所の使用料及び手数料の額は、次の表期間の欄に掲げる期間は、

新産業技術研究所規則本則使用料の表及び手数料の表の規定にかかわら

ず、次の表のとおりとする。

使用料

区分 種別 細別 単位 期間 備考 区分 種別 細別 単位 期間 備考

平成２１
年４月
１日か
ら平成
２２年３
月３１日
までの
間

平成２２
年４月
１日か
ら平成
２３年３
月３１日
までの
間

平成２３
年４月
１日か
ら平成
２４年３
月３１日
までの
間

平成２１
年４月
１日か
ら平成
２２年３
月３１日
までの
間

平成２２
年４月
１日か
ら平成
２３年３
月３１日
までの
間

平成２３
年４月
１日か
ら平成
２４年３
月３１日
までの
間

省略 省略

紙産

業関

係

省略 紙産

業関

係

省略

試作

品づ

くり

工房

１ 全
体使
用

１時
間

９９０円 ９９０円 ９９０円

２ ２
分の
１使
用

１時
間

５００円 ５００円 ５００円

省略 省略

省略 省略

注 １・２ 省略

３ １の規定にかかわらず、紙産業技術センターにおける共同研究

室 、研修室、控室及び会議室の使用料は、使

用時間が１時間に満たないときは１時間とし、使用期間が１月に

満たないときは１月として計算する。

４ 省略

手数料 省略

注 １・２ 省略

３ １の規定にかかわらず、紙産業技術センターにおける共同研究

室、試作品づくり工房、研修室、控室及び会議室の使用料は、使

用時間が１時間に満たないときは１時間とし、使用期間が１月に

満たないときは１月として計算する。

４ 省略

手数料 省略

愛 媛 県 報平成２１年１１月６日 第２１１５号
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告 示

�愛媛県告示第１３５４号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第１項の規定に基づき、

東予地域森林計画を立てたいので、同法第６条第１項の規定により、

当該地域森林計画の案を東予地方局産業経済部森林林業課において

告示の日から３０日間公衆の縦覧に供する。

平成２１年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３５５号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第４項の規定に基づき、

今治松山地域森林計画を変更したいので、同法第６条第１項の規定

により、当該地域森林計画の変更の案を東予地方局産業経済部今治

支局森林林業課及び中予地方局産業経済部森林林業課において告示

の日から３０日間公衆の縦覧に供する。

平成２１年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３５６号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第４項の規定に基づき、

南予地域森林計画を変更したいので、同法第６条第１項の規定によ

り、当該地域森林計画の変更の案を南予地方局産業経済部森林林業

課において告示の日から３０日間公衆の縦覧に供する。

平成２１年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３５７号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第４項の規定に基づき、

肱川地域森林計画を変更したいので、同法第６条第１項の規定によ

り、当該地域森林計画の変更の案を南予地方局産業経済部八幡浜支

局森林林業課において告示の日から３０日間公衆の縦覧に供する。

平成２１年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３５８号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第４項の規定に基づき、

中予山岳地域森林計画を変更したいので、同法第６条第１項の規定

により、当該地域森林計画の変更の案を中予地方局産業経済部久万

高原森林林業課において告示の日から３０日間公衆の縦覧に供する。

平成２１年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３５９号
愛媛県漁業近代化資金利子補給規程（昭和４４年１０月愛媛県告示第８８１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の規定は、平成２１年１０月２２日以降に利子補給承認される漁業近代化資金について適用し、同

日前に利子補給承認された漁業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２１年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給率は、

次のとおりとする。

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給率は、

次のとおりとする。

漁業近代化資金の種類 利子補給率 漁業近代化資金の種類 利子補給率

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同

条第１項

第１号か

ら第５号

まで及び

第１０号に

掲げる者

（漁業近

代化資金

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同

条第１項

第１号か

ら第５号

まで及び

第１０号に

掲げる者

（漁業近

代化資金

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

��������������

愛 媛 県 報 第２１１５号平成２１年１１月６日

９７８



�愛媛県告示第１３６０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第２号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２１年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３６１号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人の指定が取り消されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定によ

り告示する。

平成２１年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

融通法施

行令（昭

和４４年政

令 第２０９

号。以下

「令」と

いう。）

第５条に

規定する

団体に限

る。）に

貸し付け

る場合

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

げる

者に

貸し

付け

る場

合

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

融通法施

行令（昭

和４４年政

令 第２０９

号。以下

「令」と

いう。）

第５条に

規定する

団体に限

る。）に

貸し付け

る場合

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

げる

者に

貸し

付け

る場

合

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

１ 省略 １ 省略

２ 総トン数２０トン以

上の漁船の建造、取

得又は改造後の漁船

の総トン数が２０トン

以上である場合にお

けるその漁船の改造

に必要な資金

年１分２

厘

年１

分

年１

分２

厘

年１

分２

厘

年１

分

２ 総トン数２０トン以

上の漁船の建造、取

得又は改造後の漁船

の総トン数が２０トン

以上である場合にお

けるその漁船の改造

に必要な資金

年１分１

厘５毛

年９

厘５

毛

年１

分１

厘５

毛

年１

分１

厘５

毛

年９

厘５

毛

３～８ 省略 ３～８ 省略

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１７）第１３０８１号 平成１７年
６月２２日 有限会社ケイ工業 山下 一敬 松山市南高井町１７１０番地

３
平成２１年
１０月２９日

土木工事業
左官工事業
とび・土工工事業
石工事業
鋼構造物工事業
ほ装工事業
水道施設工事業

有限会社ケイ工
業の取締役が建
設業法第８条第
１０号に定める欠
格要件に該当す
ることが判明し
たため。

��������������

��������������
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�愛媛県告示第１３６２号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更が許可されたので、愛媛県証紙条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第４２号）

第５条第６項の規定により告示する。

平成２１年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３６３号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県四国中央保健所及び四国中央市役所において告示

の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２１年１１月６日

愛媛県四国中央保健所長 河 野 英 明

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

丸菱ペーパーテック株式会社

四国中央市金生町下分２０１２番地

代表取締役 吉田省三

２ 事業場の名称及び所在地

丸菱ペーパーテック株式会社

四国中央市金生町下分２０１２番地

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第２３

号チ

４ 変更しようとする事項の内容

排出水の汚染状態及び量の変更

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１排水口（工場排水）
変更なし

� �２排水口（清水余水）
変更なし

備考 �３排水口から�２排水口に名称変更する。
この他に雨水排水口が１０箇所（今回２箇所廃止し、３箇

所新設する。）ある。

�愛媛県告示第１３６４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３６５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 取 消 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

今第
２８号

今治市宮窪町宮窪２８８１番地 指定金融機関 伊予銀行 宮窪支店 今治市宮窪町宮窪２８８１番地 平成２１年１０月２０日

指定

番号

売 り さ ば き 人 変 更 事 項 変更許可

年 月 日住 所 氏 名 又 は 名 称 新 旧

今第
２７号

今治市吉海町八幡１６２番地２ 指定金融機関 伊予銀行 大島
支店

売りさばき人
今治市吉海町八幡１６２番地２
指定金融機関 伊予銀行 大島支店
売さばき所
今治市吉海町八幡１６２番地２

売りさばき人
今治市吉海町幸新田８４番地
指定金融機関 伊予銀行 吉海支店
売さばき所
今治市吉海町幸新田８４番地

平成２１年
３月９日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久米垣生線
松山市井門町１５０４番１地先から

同市古川南三丁目１３５０番４地先まで

旧 １１．０～７２．０ ０．１０４

新 １１．０～７２．０ ０．１４５

��������������
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�愛媛県告示第１３６６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１１月６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３６７号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定した。

平成２１年１１月６日

愛媛県南予地方局長 高 魚 貞 利

１ 指定年月日及び番号

平成２１年１０月２３日 ２１大土建（道）第４号

２ 道路の位置

愛媛県大洲市若宮字ヤクシマル９８５番２・９８５番６・９８７番１・

９８８番７・９８７番１地先水路

幅員 ４．５０メートル

延長 ２９．３２メートル

３ 申請人の住所及び氏名

八幡浜市広瀬一丁目７番３０号

有限会社 八幡浜不動産

代表取締役 菊池 茂男

４ 図面省略

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成２１年１０月２８日次のとおり裁決手続開始の決定をしたので公告する。

平成２１年１１月６日

愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

１ 起業者の名称

国土交通大臣

２ 事業の種類

高速自動車国道四国横断自動車道愛南大洲線新設工事（愛媛県宇和島市高串字丁田地内から同市三間町則地内まで及び西予市宇和町皆

田地内から同市宇和町稲生地内まで）並びにこれに伴う市道、農業用道路及び農業用水路付替工事

３ 収用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久米垣生線
松山市井門町１５０４番１地先から

同市古川南三丁目１３５０番４地先まで
平成２１年１１月６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 串内子線
喜多郡内子町内子３９３７番５から

同町内子３８４７番まで

旧 ４．４～１５．３ ０．３７１

新 ７．５～３１．２ ０．３７１

雑 報

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の

権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用しようとす
る土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

愛媛県西
予市宇和
町皆田

１７７番３ 山林 山林 １１５ １１５．０１ １１５．０１ 愛媛県西予市宇和町皆田５４２番地
松本 �志

昭和６年
１２月３日
第６１２２号

抵当権

亡清家 多門 法定相
続人
愛媛県八幡浜市１１４２

番地
清家 貞雄

��������������
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�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成２１年１０月２８日次のとおり裁決手続開始の決定をしたので公告する。

平成２１年１１月６日

愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

１ 起業者の名称

国土交通大臣

２ 事業の種類

高速自動車国道四国横断自動車道愛南大洲線新設工事（愛媛県宇和島市高串字丁田地内から同市三間町則地内まで及び西予市宇和町皆

田地内から同市宇和町稲生地内まで）並びにこれに伴う市道、農業用道路及び農業用水路付替工事

３ 収用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

別記

持 分 住所及び氏名

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 喜惣治

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 嶌岩 重吉

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 源治

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 元三郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 祐七

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 �平

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 吉蔵

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 本治

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 定八

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 為吉

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 文太郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 只太郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 小出 長太郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 熊太郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 伊勢松

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 午太郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 宇太郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 孫吉

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 彦十郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 小出 伊平

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 松本 常八

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 喜平太

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 松本 傳七

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 松本 新八

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 小出 利平

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 佐藤 庄七

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 松本 吉三郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 松本 辰治

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の

権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用しようとす
る土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

愛媛県西
予市宇和
町皆田

４５１番 雑種地 雑種地 １５８ １６０．３３ ９０．８２ 別記のとおり ─── ─── ──────

愛 媛 県 報 第２１１５号平成２１年１１月６日
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�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成２１年１０月２８日次のとおり裁決手続開始の決定をしたので公告する。

平成２１年１１月６日

愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

１ 起業者の名称

国土交通大臣

２ 事業の種類

高速自動車国道四国横断自動車道愛南大洲線新設工事（愛媛県宇和島市高串字丁田地内から同市三間町則地内まで及び西予市宇和町皆

田地内から同市宇和町稲生地内まで）並びにこれに伴う市道、農業用道路及び農業用水路付替工事

３ 収用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 松本 長治郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 松本 平七

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 松本 九十郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 松本 亀蔵

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 松本 伊三郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 松本 七平

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 松本 與平治

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 宇都宮 友治

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 松本 七蔵

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 宇都宮 傳太郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 宇都宮 兼太郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 松本 安太郎

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 萩森 安吉

４２分の１ 不明。 ただし、登記簿表題部所有者 下宇和村大字皆田 宇都宮 善太郎

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の

権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用しようとす
る土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

愛媛県西
予市宇和
町皆田

７２６番１ 墓地 墓地 １９ ２１．０３ ２１．０３ 愛媛県西予市宇和町下川１１１６番地
萩森 栄

（ただし、住民票の住所 愛媛県西予市
宇和町皆田７８６番地）

─── ─── ──────

７２７番２ 畑 墓地 ０．０１ ０．０１ ０．０１

��������������

平成２１年１１月６日 発行
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